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論文
基本的目標に関する比較経済体制論
の側からのアプローチについて
—現代アメリカ経済政策論の新潮流一—-
守 谷 基 明
479 
アメリカにおいて一般経済政策論の側からの基本的目標による経済体制比較
については，既にケネス ・E・ボウルディングの「経済政策原理」 (1958) 第
16章「世界の展望：共産主義と経済発展」のなかで展開されている。すなわち
経済的進歩，経済的安定，経済的正義および経済的自由なる 4つの目標に照ら
してのパーフォーマンスないし達成値とそのコストという基準から，当時のア
メリカに代表される民主資本主義の，ソビエトに代表される共産主義に対する
絶対優位がこの時期でのボウルディングの帰結となっている1)。もっとも『原
理」でのポウルディングの 4つの基本的目標がフロー概念としての絶えざる極
大所得成長ということで実質上，一元化されていること 2)' また 1970年代に
なるとかれ自身，成長優先のフロー型思考から離陸したグローバルな方向で，
たとえば政治的民主主義と贈与経済から構築される 「世界共同体」 a"world 
community8>"などを模索していること， など， かれのこうしたアプローチ
には試行錯誤的なニュアンスが強いのも事実である。
1)守谷基明「『経済政策原理」の体系と基本的目標の位置づけ」『関西大学経済論集」第
23巻第 4• 5号 (1973年12月） 313-315ページ，参照。
2)守谷基明，前掲論文， 312ページ，参照。
3) K. E. Boulding, a Look at National Priorities in Current History, vol. 59, no. 
348 (Aug. 1970) p. 111. 秋山勝弘訳「未来社会への重点政策」『地球はこんなに汚
れている」 (1971)産業能率短期大学出版部， 127ページ。
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ところで私にとって興味をさそうのは，ごく最近，アメリカにおいて比較経
済体制論の学者たちのあいだで，体制比較のための成果の視点から共通の切望
ないし基準 (commondesiderata or criteria)として，基本的目標を捉える
作業が始められ，そこに少なくとも基本的目標に関しアメリカにおける一般経
済政策論の側との収敏化の現象が見受けられている事実である。ここでいう基
本的目標とは実践的有効性と客観性との整合的バランスの上に立つ，カテゴリ
ーないし意味内容と評価指標ないし尺度の最適な組み合わせをいうのである。
だが厳密にいえば，一般経済政策論が，この基本的目標を通して，実行可能な
諸政策の選択のよりどころとするのに対し，比較経済体制論では，経済体制の
結果を比較しうる共通の切望ないし成果基準として，基本的目標を捉える，と
いう意味で，主として前者は事前的な目標であり，後者は事後的な目標であ
る。だが最近の，学際的かつ組織論的アプローチならびに消費者行動を始めと
する行動諸科学の導入などを通して，基本的目標を構成する基準，指標および
要因の，両分野での同質化ないしオーバーラップが始まり，ここにいたり，ど
ちらにも通用する機能を有する超体制的かつグローバルな，新たな基本的目標
の双方の分野からの登場さらにはそれらの収緻化が生じようとしている。した
がって本論文の意図するところも，上述のような現代アメリカ経済政策論の新
潮流を，アメリカにおける経済体制論の権威者である AlexanderEckstein 
編の Comparisonof Economic Systems, 1971と MorrisBornstein編の
Comparative Economic Systems―Models and Cases, 1965, rev. ed. 1969, 
3rd. ed. 1974に掲載の関連諸論文についてみていくと共に，これらの帰結を明
示することにある。
1 
現代アメリカにおける経済体制比較研究は，先ず経済政策論の側からは，ボ
ウルディングの「経済政策原理』のなかで， 「その成果とコストによって判断
すべきである1)」という，いわゆる 4つの基本的目標の成果を通しての体制比
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較なるアプローチでなされ，かつその帰結においてフロー概念としての絶えざ
る成長優先ということに止まったのであるが，これに遅れること 1年，比較経
済体制論の側からも成果比較の基準に関する有意義な検討が，ジョン・ホプキ
ンス大学のベラ・ A・バラッサによって始められ， 1959年「経済体制のための
成功基準」 (fromThe Hungarian Experience in Economic Planning, 
Yale University Press, pp. 5-24)なる論文となって結実した。なお，この
論文は， MorrisBornstein ed. Comparative Economic Systems-Models and 
Cases (1965, rev. ed. 1969)のなかで第 1部「成果基準」を構成するものと
して収録されている。そこで，先ずこの論文におけるバラッサの論義を若干の
論評をはさみつつ紹介することにしたい。
バラッサによれば，諸経済体制の比較は， 1)その比較の基準となりうる指
標群の検出， 2) これらの指標群の相対的重要度を表わす選好スケール (a
preference scale) の客観的妥当性とその適用を通しての成果の算定によっ
て可能であると考えている 2)。そこでバラッサは，次の 5つの成功指標 (suc-
cess indicators)一①資源配分の静態的効率， ③動態的効率， ③国民所得
の現実成長率，④消費者満足および⑥所得の分配，を掲げ，これらを各々，分
析すると共に，資本主義的市場経済と社会主義的計画経済において，いずれの
青写真が優越しているかを，各指標について展開していくのである。
こうした成功指標なる変数の多元化に関連して，バラッサは，最近，経済的
最適の定義とその達成の方法についての関心が，これまで唯一の変数であった
純粋競争における資源の効率的配分という「パレート的仮説の静的世界」から
「現実の動的世界」へ，さらに経済体制比較のための定量化可能な基準づくり
1) K. E. Boulding, Pr切ciplesof Economic Policy, 1958, p. 400. 内田忠夫監修，海
老原武邦他訳『経済政策の原理」 (1960)東洋経済新報社， 361ページ。
2) Cf., Bela A. Balassa, Success Criteria for Economic Systems in Comparative 
Economic Systems-Models and Cases ed. by Morris Bornstein, 1965, rev. ed. 
1969, p. 2. 
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へ転じたことを指摘している。この場合，バラッサの上記 5つの成功指標なる
変数は，「相互に累積的もしくは競合的関係」にあり， またそこでは，体制の
成果を示すものとして， たとえば， 「他の変数の価値一定のときに達成可能な
変数の極大価値」というように，限界概念も導入されている。次いでバラッサ
にとり，いま 1つの関心事は，選好スケールつまり「どの成功指標がより重要
度が大きいか。そしてより優先度が高いのか」についての決定の問題である。
体制間の選択に関して経済学者の立場を示すことが可能となるのは，次の 2つ
の問題，「成功指標について， それぞれの経済体制の働きを理論的に位置づけ
すること，および成功指標の様々の価値の重要度を評価しうるある種の選好ス
ケールを組み立てること」を，確信もって答えうる場合だけなのである 3)n
．．．．．．．．．． 
5つの成功指標のうち，第 1の，資源配分の静態的効率については，バラッ
サは，誘因としての利潤動機と純粋競争から，自由企業体制の社会主義企業に
対する優位性が競争体制の効率を減ずる次の 2つのタイプの市場失敗つまり
1)静的世界に存在する破滅的競争，生産者間，消費者間，両当事者間の外部
不経済などを通しての直接的相互作用，道路・教育・防衛・等，共同財につい
ての市場評価の困難さ，などを含む市場失敗， 2)不確実，不整合な期待，変
化へのにぶさと抵抗，不完全な情報，等を含む市場失敗，によって，換言すれ
ば，社会主義体制の長所である現在資源の完全利用化の欠除によって，相殺さ
れると主張する。他方，「同じ資源の使用・貯蓄率の下での経済体制に利用可
能な仮説的国民所得成長率」としての，第2の，動態的効率では，バラッサは
たとえば，動態的自由企業体制の長所である高率の成長と，短所であるより大
きな変動など（社会主義計画経済体制ではその逆）についてふれており，結論とし
て， 「様々の経済体制の青写真についての動態的効率に関して， 経済学者は終......... 
局の判定をなしえない」というのである。そして第 3の，現実の国民所得の成
長率になると，バラッサは，先きの動態的効率と次元の違いを区別し，たとえ
3) Balassa, op. cit., pp. 3-4. 
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ば，ある経済体制が動態的不効率であっても貯蓄率の増加，労働量のある非自
発的増加によって高成長率の達成が可能である」としている4)。
上記の 3つの成功指標について， バラッサの場合， 「生産が社会の選好—
個人の選好， 計画者の選好いずれの場合でも一一ーに一致すべきであると仮定
し，換言すれば，これらの指標の評価に際しては，消費者主権に基づく体制と
独裁的決定に基づく体制とのあいだに，いかなる区別もしていなかった。つま
り，だれが経済の最終目標を決定するのか (who)は，無視し，これらの最終
目標の達成の方法 (how)と可否 (whether)についてだけ考察した。その意
味で，これら 3つの成功指標は，価値判断から自由であるい。」わけだが，第
4の成功指標の，消費者満足と所得の分配になると，かれも，種々の経済体制
の成果の評価に際して，価値判断を必要とするのである 6)。ただバラッサが，
この価値判断の介入条件を whoの基準だけからしか捉えていない点は問題で
ある。なぜなら最終目標の達成の可否 (whether) はもとより， その方法
(how)についても，ボリシー・メーカーおよびこれへの助言者としての経済
学者の，さらには両者のポリシー・メーキングおよび思考の過程に価値判断が
介入せざるをえないからである。..... 
さて，第4の，消費者満足に対する価値評価は，バラッサによると，消費者
主権に基づく経済体制では高いウェイトを与えられ，独裁的決定に基づくそれ
では低いウェイトしか与えられていない。ここで興味をひくのは，消費者満足
に寄与する 3つの要因についてのバラッサの次の指摘である。「(1)生産目標の，
個人の選好への一致， (2)現実の貯蓄率の，個人希望貯蓄率への一致， (3)現実に
なされた労働の，仕事対余暇に対する個々人の選好の一致」がそれである。ま
た，これに関連して，消費者満足の水準の指標が人々の生活水準であること，
次いで，その定量化には，生産される財についての個々人の欲求の度合，余暇
4) Ibid., pp. 5-1. 
5) Ibid., pp. 11-12. 
6) Cf., ibid., pp. 12-13. 
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選好率などが配慮されねばならないこと，さらに長期的には生活水準の一時的
変化の検討など，バラッサの消費者満足に関する考察は多岐に及んでいる。こ
のように，バラッサの考える消費者満足は，単なる消費者ではなく，生産，成
長，貯蓄，労働，余暇，等に関与する多元的な広義の動態的消費者，いわゆる
生活者の満足なのである。最後の第 5の，所得の分配は，バラッサの主張によ
れば，「他の成功諸指標および主として体制の効率に影響を与えるのみならず，
それだけで本来，成功指標であり， またどんな種類の所得分配が望ましいか
(what), さまざまな分配がどう評価されうるか (how)の確定に価値判断を
必要とする指標」である7)。
次いで，成功指標の価値を見積りうるある種の選好スケールを考え出す問題
に直面するバラッサは，だれの選好か (whosepreference) という問題につ
いて，その両極端である消費者主権および家長的国家干渉の， 2つの場合に分
けて考察を進めている。もっともバラッサの分析の主眼は，消費者主権の方に
あるようで，それは， 「消費者が消費者財への需要を通して生産決定を誘導し
うることを意味し，またこうした消費者決定が代替的用途間の資源の配分を規
制すぺきであることを意味する」ことを指摘する一方，他方で消費者主権説の
次の2つの仮定， 「1)なにが生産されるべきか，国民所得のうちどんな比率
が貯蓄されるぺきかを，消費者が決定するのは，そして消費者決定が貨幣用紙
という名の投票を通し市場で実現されるのは，モラルの上からいって正しいこ
とが主張されていること， 2)消費の相互作用のないことが，そして消費者需
要は生産とは独立の要素によって決定されるということが，仮定されているこ
と，」について，下記の諸理由からその不適合性と消費者主権説の限界を明示
している。すなわち， 1)富および所得の現在の分配が望ましいものとはみな
されえないこと， 2)消費者需要が独立要因とはいいえないこと， 3)共同消
費へのニーズの非分割性，と消費の外部効果を通しての個々の消費の，他人の
7) Ibid., pp. 12-13. 
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福祉におよぽすプラスマイナス効果， 4)無定見な稀少天然資源の使用，等が
それである。こうしたバラッサの論議の帰結は， したがって， 「消費者主権を
純粋なかたちで種々の経済体制を評価する指導規則としては役立ちえない，」
ことになるのである8)。
要するに，バラッサの，経済的論議をふまえた＜成功指標＞は，かれのいう
ごとく，さまざまな経済体制の青写真わけても自由企業体制，社会主義体制の
それぞれの「青写真についての成果の決定さらには価値評価には役立ちえな
い，」のであり，また， たとえ経済体制間の青写真のメリット，ディメリット
が判定しうるとしても，社会的，心理的要因などの非経済的要因の経済体制へ
の影響，加えて非経済的目標の成功指標達成値への修正などを考えれば，これ
らから受くる実感は， その理論上の解釈とはかなりのへだたりがあるのであ
る。その意味で成功指標の有効性は， 「現実経済の成果の大きさの測定」にあ
ると，いえるのである 9)。
さて，バラッサの， 5つの成功指標論議の特徴は， その3段階設定であろ
う。すなわち，最終目標の達成の方法と可否つまり howとwhetherの問題
を扱う①静態的効率，②動態的効率，⑧国民所得の成長率の設定，次いでだれ
が経済の最終目標を決定するのかという whoの問題を扱う④消費者満足の設
定，最後に，他の諸成功指標に，さらには体制の効率に影響を与え，それだけ
で本来の成功指標となりうる，その意味で whatとhowの両面にわたる所得
の分配の設定である。もっとも，価値判断の不可避性を，第 1段階の，最初の
3つの指標に認めていない点， また第4の指標，消費者満足についての論議
が，だれの選好か，という whoseの問題で消費者主権対命令的ないし家長的
国家干渉の問題へまたがったため，いずれの体制にも共通の切望としての意義
づけが薄れ，ひいては，さまざまな経済体制の青写真の価値評価選択を一層，
不可能にさせる誘因となってしまったなどの弱点はあるようである。 しかし
8) Ibid., pp. 13-16. 
9) Ibid., pp. 17-18. 
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1)バレート最適的な静的世界から離陸し，現実の動態的な体制間の成果の比
較・測定の問題に取組んだ点において，この限界概念としての多元的な，競合
・補完的な，これら 5つの成功指標は，その共通分母への還元という作業に欠
けるものの，それなりに意義があろう。次いで 2)とりわけ，これまでの消費
者主権極大化への通念を除き，その他の目標達成にも補完的なレベルとしての
最適の消費者主権（換言すれば，適度の国家干渉）に基づく最適消費者満足を提
起したこと，またその場合，消費者をたんなる消費者でなく，生産，貯蓄，労
働，余暇，等々，多元的経済活動にたづさわる広義の消費者いわゆる生活者と
規定し，また個人消費と共同消費の最適比率など示唆したことなど評価できよ
う。加えて 3)経済体制比較の場合，実際と理論のギャップを埋める方法とし
て非経済的要因の付加，非経済的目標の設定，実際的アプローチの提案，など
も興味をひくところであろう。10),11) 
10)なお，補足的ではあるが，ボウルディングの「経済政策原理」 (1958)以前において，
経済体制比較論の側から成功指標に関し，諭じた学者として，プランダイス大学のピ
ークー・ウィルスが挙げられる。ウィルスは， 1956年「成長対選択」 (inEconomic 
Journal, vol. LXVI, no. 262, 1956) なる論文のなかで，「成長は，消費者主権さ
らには稀少性そのものともある点で御突するが， 「1人当たりの産出高の急成長の方
が，消費者主権，効率的資源配分，等の意味での選択より重要であり，また，この急
成長は，消費者主権なしでも，消費者満足をもたらしうるし，誤まれる資源配分をも
補いうる。「そしてさらに， 厚生経済学にとって基本的なものは， 消費者主権ではな
く消費者の満足である。」 (PeterWiles, Growth versus Choice in Comparative 
Economic Systems-Models and Cases ed. by Morris Bornstein, 1965, pp. 19. 
26-27.) と論じている。ここにわれわれは，消費者主権と消費者の満足との異同およ
び両目標ないし指標の重要度および目的・手段の位置づけを窺い知ることができるで
あろう。
11)なお．バラッサは，この論文のなかで，無制限の消費者主権および集権的計画化双方
の， 選好システムとしての欠点を指摘しているが， その答えの 1つの方向性として
は， その後J• ドロノウスキーが「社会主義の経済理論ー―—再考察のための提案」
8 
(1961)のなかで，個々 人の選好， 国家の選好の， 二重選好システムヘの結合という
かたちでの展開を試みている。 (Cf., Jan Drewnowski, The Economic Theory 
of Socialism: A Suggestion for Reconsideration in Comparative Econ呻わ
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?
アレキサンダー・エクスタインは，後述のモーリス・バーンスタインと共に
現在，ミシガン大学の「比較経済体制論」の教授であり，また，この領域での
論文集の編者としても著名である。またエクスタインは，イデオロギーから自
由な実証分析に徹する学者であり，過去，名著 CommunistChina's Economic 
Growth and Foreign Trade-Implications for U. S. Policy, 1966などでの
研究を通し，アメリカの対中接近に際し，アメリカ対外経済政策わけても貿易
政策の側面から，その促進のためのメリットを示唆，助言した学者でもある。
ここで考察するのは，「個人主義と経済成長のなかでの国家の役割」 (1958)と，
「『比較経済体制論』一序論」 (1971)である。
先ず，ボウルディングの『経済政策原理」と同年に書かれた，前者の「個人
主義と経済成長のなかでの国家の役割」では，ェクスクインは，経済成長の過
程で国家介入が深まる条件，国家の最適介入，等の分析・検出を，個々人の選
択およびイニシアティプなどの行使という枠の中で進めている。すなわちエク
スクインは，先ず，「a) 諸目的の範囲が大きくなればなるほど， そしてそれ
らの達成水準がより高く求められればられるほど， b)成長率が急速に望まれ
ればられるほど， c)要素および資源の賦与が不利になればなるほど， d)経
済的変化や産業化への制度的障壁が大きくなればなるほど， e)相対的な意味
で経済が進歩すればするほど，産業化のプロセスにおける強力な国家の介入と
イニシアティプヘの要請，推進力および圧力は，より増大するし，同時に，こ
のような干渉の必要性は一層，増大するであろう。」1) そして，「この場合の経
Systems-Models and Cases ed. by Morris Bornstein, 1965, pp. 117-134. 
reprinted from Journal of Political Economy, vol. LXIX, no. 4 (Aug. 1961) 
pp. 341-54. Cf., Morris Bornstein ed., Comparative Economic Syst畑 s-Models
叩 dCases. 1965, p. 2 .)
1) Alexander Eckstein, Individualism and the Role of the State in Economic 
Growth in Comparative Economic Systems ed. by Morris Bornstein, 1965 ， 
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済の相対的退歩のギャップは， 1)物的福祉ないし生活水準のギャップつまり
消費のギャップ， 2)産業化水準つまり技術のギャップ， 3)産業化水準の差
異によりもたらされた国力のギャップであり，これらのギャップこそ潜在的状
態と現状とのギャップを強力に感じさせるデモンストレーション効果の様々な
側面とみなされる。」 2)と考える。そして， これらの分析の帰結として，ェク
スクインは，「国家介入の最適の水準と型の概念づくりは， さまざまなクイプ
の経済学的，社会科学モデルの中に組込まれた他の諸最適たとえば最適消費性
向に並行してなされるべきであり，したがって当面の問題としては，この最適
が，国家介入の量的，質的側面の問題の考慮と共に， 1)個々人の選択とイニ
シアティプの行使圏の増加ないし保持， 2)これらそれぞれと結びつけられた
生活水準上昇への努力，なる 2つの広範囲な組の目標に関して規定されねばな
らない」8) ものとするのである。 こうしてエクスタインは， 「経済面での個々
人の選択とイニシアティプの行使の機会の増大を危うくすることなしに，経済
発展の率先・促進するのに，国家が大きな役割を引きうけることを要請される
諸条件と諸方法」 4)を示すことに専念するのである。
ェクスタインの，この論文では，国家の最適介入のレベルと型の検出を，む
しろ個人の選択やイニシアティプの機会，換言すれば消費者満足や消費者主権
の保持・増大の問題と補完的なかたちで捉えていることが特徴的である。この
ような，生活水準の上昇を互に希求する国家介入と消費者主権の最適のバラン
ス論—両者の経済活動での役割とその領域限度，等の決定を通しての最適レ
ベルと型の検出ーーで捉える最適経済体制指向のアプローチは，多分に，諸目
標の多元化の動的過程のなかでの，より高い経済成長の実現，資源の貧困，涸
<rev. ed., 1969>, (reprinted from Economic Development and Cultural Cha-
nge, vol. VI, no. 2, January, 1958, pp. 81-87) p. 422. 
2) Eckstein, op. cit., p. 421. 
3) Ibid., p. 425. 
4) Ibid., p. 426. 
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渇化などの制約下での対処，制度的障壁の打破，経済的変化への即応，等の今
日的政策課題を考慮に入れての 1つの折衷案であるように，筆者には理解され
るのである。
エクスクインの次の論文． 「『比較経済体制論」一—•序論」は， もとより，
1968年11月，ミシガン大学で開催されたシンポジウム「比較経済体制の範囲，
方法および理論」に関する 2日半におよぶ研究ゼミナールの成果である『経済
体制比較論』 (1971)の冒頭に集録されている。このなかで先ず．ェクスタイン
は，先きのバラッサ同様，経済体制を比較・分類しうる多元的な変数および基
準の設定に必要な比較の軸として，次の 5つ，すなわち「1所有関係， 2経済
的自由の種類， 3誘因システムの性格， 4調整・資源配分メカニズムの性格，
5意思決定の場とシステム」を掲げている。このなかで注意すべきは，ェクス
クインが，イギリス，スウェーデン，等における 1部国有化の場合も，ソビエ
トや他の共産主義国の全体社会化と同類の，社会主義経済のカテゴリーに含ま
しめていることである。だが他方において， ェクスクインは， 「財産保有が資
産，産出高および所得の配分や分配に対し，力を付与しうることこそ，経済体
制を区別・比較する上での，もっとも重要な基準の 1つ」となりうる理由とし
ている5)。さらにエクスタインは， このような所有関係なる比較の軸として
は，所有の型とレベルの組み合わせで考えているようである。次の，経済的自
由の種類については，ェクスタインは，一応，グレゴリー・グロスマンのいう
「消費者選択の自由，職業の自由および企業の自由」6) の3分法をとり入れて
はいるが，こうした種類そのものについてよりも，経済体制の違いからくるそ
れぞれの自由のレベルの差異の方により一層，関心を払っている。また，ェク
スタインは，純粋競争システムモデルにおける消費者選好と，命令経済モデル
5) Alexander Eckstein, Introduction in Comparison of Economic 珈tems—―
Theoretical and Methodological Approaches ed. by Alexander Eckstein, 1971, 
p. 6. 
6) Gregory Grossman, Economic Systems, 1967, pp. 8-9. 
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での計画者の行動を対比し，消費者行動の資源配分への影響，既に生産された
財の選択巾という点で，換言すれば，生産，供給側へのフィードバックという
点で，消費者主権を主とし，計画者の行動を補完的とする最適の消費者満足の
ふ五公を考えているようである7)。さらに， 「誘因システムの性格」なる比
較の軸については，ェクスタインは，その構成要因として，これまでの企業の
成功の基準および経営成果の原動力としての「利潤極大化」という一元的な目
標ではなく，それの限定・制約条件ともなりうる事業成長，企業イメージ，威
信をも含めた目標群を掲げ， また東西いずれの経済体制においても， たとえ
ば，「労働配分の主要な用具は，賃銀・所得格差である。」s) と考えるなど，全
体として多元的かつ超体制的な捉え方をしている。
なお，ェクスタインは，「序論」を閉じるに際して，次の重要なコメントを
している 9)。 1)比較経済体制論の主要な関心は，組織と伝統的経済変数のあ
いだの体系的研究を通して経済過程の理解を深めることである。 2)このこと
によって，経済諸制度と国民経済の行動の諸特徴および成果の諸特徴のあいだ
の相関関係の研究，たとえば所有形態，誘因造出装置，財政・金融諸制度およ
び資源配分機構と，特定経済のマクロ的ないしミクロ的行動のあいだの関係に
ついての比較研究が結果として生じてくる。 3)それはまた，経済諸制度を形
成する環境要因—その国での発展規模・段階，支配的イデオロギーと反対の
イデオロギー，および歴史的，文化的，政治的要因など＿の検討を必要とす
るであろう。 4)制度的，組織的変数と経済変数のあいだの連鎖については，
非常に密に，しかも明示的に研究を行なう必要がある。
ェクスタインの上記のコメントに関連して， T・C・クープマンスと J・M・モ
ンティアスの共著論文「経済体制の記述と比較」 (1971)では，様々な体制に
おける意思決定者の選好の差異によって，換言すれば，環境，システムおよび
7) Cf., Eckstein, op. cit., pp. 9-10. 
8) Ibid., p. 10. 
9) Ibid., pp. 21-22. 
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当事者の政策行動の関数として，成果を捉えている 10)。その際， 環境には，
両教授の場合，「資源，進取的技術， 外的要因（他の経済からの利用可能な技術を
含む），これらの各々の無作為の出来事の衝撃， 進取的選好および不完全な相
互作用，などが含まれる。「また成果は， システムおよびすべての当事者の政
策，決定ないし行動のあらゆる状勢ないし結果であり，プラス・マイナスの価
値判定が，比較規準を行なう，すなわち個々の，ないしグループの選好を示す
すべての成果の評価関数（目標達成に関する）にしたがって， 下される。」 11)と
ころで両教授は， 「現代世界における大低の体制に支配的な規準になっている
と確信される， ある共通の切望 (commondesiderata)」12) から， 11項目に
わたる成果基準を掲げているが18), これらのうち， もっとも重要かつ緊急な
ものとしては，ェクスタインも指摘しているように， 「1) 1人当たり消費の
10) 「いま， eを環境， S をシステム， Psをシステム Sのもとで当事者により追求され
た政策，そして 0を成果とすれば， O=f(e, s, Ps)の関数関係が成立する。」 (T.
C. Koopmans & J. M. Montias, On the Discription and Comparison of 
Economic Systems in Comparison of Economic Systems ed. by Alexander 
Eckstein, 1971, p. 35.) 
11) Koopmans & Montias, op. cit., p. 29, 33-34. 
12) Ibid., p. 42. 
13)①消費者によって，ないしは消費者のため欲求される財やサービスの 1人当たり消費
水準の高さ，③技術的進歩や物的，人的資本の蓄積を通しての財やサービスの 1人当
たり消費の増大，③同時代の人のあいだの生活条件ないし少なくともこれに関しての
機会の分配の公正，④社会的サービスと公共財の充足，⑥雇用と所得の安定，⑥国家
的存在や国家的ないしイデオロギー的自立の持続を保証するに足る国力，⑦その本質
的持続性を危うくすることなしに，環境を変化させる調整は，これを認めるに足るだ
けの，システム内での秩序ある変化に対する備え，⑧相続財産，個人企業ないし法人
企業および法人の有限責任を認める一方，契約を履行させる法律上の枠組を通しての
経済諸決定の分散，⑨コマーシャリズムー有益とはいえない広告競争，販売圧力お
よび企業利害による本質的に教育的，文化的活動への影轡に対する寛容な姿勢，⑩産
出高と消費の構成に対する中央の決定とコントロール，⑪同じ，ないし違った体制の
国々のあいだの軍備競争を制御するための均衡コストと，その蓋然性ないし破壊性，
の双方の減少。 (Cf., ibid., pp. 42-48.) 
13 
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高水準の達成， 2)産出高ないし 1人当たり消費の高い成長率の達成， 3)国
カの維持と発展， 4)所得分配と公正， 5)完全雇用の維持と価格の安定」14)
にまとめることができるであろう。両教授によれば，前ページ注13)に掲げた
11項目のうち，最初の 3つの項目の同時追求が， 「資源の使用の効率」なる共
通の切望を導き出すことになるのであり 15入 さらに，最初 2つの項目を通し
て受ける利益と， 5)雇用と所得の安定， 6)国力と威信，の項目を通しての
見込損失による不利益とのあいだに， トレード・オフの関係が認められる，と
いうのである16)。
こうした両教授の， 1)環境変数を加味した成果検出という超体制的な関数
の提案， 2)体制に共通な切望からの成果基準の列挙， 3)これらの成果基準
のなかでのトレード・オフの関係， 4) 「コマーシャリズム」のような，消費
者利益の他，教育，文化，福祉の視点からも規制対象となる，その意味でマイ
ナス成果基準を組み入れる着想，また， 国力の維持， 威信，発展， 等の公共
的，非経済的要因を成果基準とする思考方法， 5)さらに注目すべきフロー概
念オンリーの，消費中心の基本的目標の位置づけ，などは，比較経済体制研究
の側からの，確かにユニークなアプローチではあるが，他方，消費の内容，ぁ
るべき消費の指向づけ，など，消費の質についての検討，さらにストック面で
の考察の欠除，等，問題もはらんでいるのである。
次に，組織と経済との相互作用については， B・ウォードの，制度主義的な
アプローチがある。 ウォー ドは， 「組織と比較経済学」 (1971)において，「組
織的行動の利点は， 1)組織と結びついた規模の経済， 2)直接，間接を問わ
ず当事者の期待の安定化， 3)慣性，であり， 「この組織と伝統的経済諸変数
とのあいだの相互作用について，より一層，体系的研究が進めば，経済過程の
14) Alexander Eckstein, Introduction in Comparおonof &anomic Systems ed. by 
Alexander Eckstein, 1971, p. 15. 
15) Koopmans & Montias, op. cit., p. 43. 
16) Ibid., p. 76. 
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理解が実質上，深められるであろう。」17) とのべ， この意味で，制度主義が
ー価格の理論への誤解とそれに代わる代替的枠組を設定しないままでの全面
的拒絶などの失敗はあっても-――比較経済学に対し，この種の問題提起をした
ことに，その評価を見出すのである18)。そしてエクスタインの「序論」での
解説にあるように， 「この組織と伝統的経済諸変数の相互作用に関する基準と
一般的命題にもとづいて，ウォードは，次の 7項目のもとで，数多くのこれま
での比較経済学の研究の価値と有用性について検証を始めている」19), のであ
る。参考までに，この 7つのアプローチを簡潔に紹介すれば， 1)研究者が文..... 
化・社会・経済の全体を内在化せるところまで把握せる直観的模索， 2)ある...... 
種の理想とその経済の現実の成果を比較する適応の失敗， 3)新古典派主義，
4)市場の欠陥や様々な形態での適応や「収敏仮説」の検討を含む非効率への
適応， 5)比較経済政策や経済的意思決定行動について企業や政府機関のよう
な様々な組織のタイプを通しての研究を含み，さらに消費者の基準を描くモデ
ルによって合理化される消費関数を，行動関係の指導例としている行動的アプ
ロー チ， 6)社会の福祉を改善するべく図られた法的な適応さらには司法上の
実践の適応に関わる不公正への適応， 7)イデオロギー，学説，理念と経済的
組織行動とのあいだのつながりを研究する理想と組織，である 20)。
上記のような，ウォードのアプローチから，かれの， 1)福祉中心の経済体
制比較のための学際的かつ組織論的アプローチを指向し， 2)既成のイデオロ
ギー，学説，等を経済的組織・意思行動に，さらには，これらの行動関係を，
消費者基準モデルからなる消費関数に還元し， 3)そこに新たな体制比較の視
点から比較経済政策研究を試みようとする姿勢が窺えるのである。
17) Benjamin Ward, Organization and Comparative Economics in Comparison 
of Economic Systems ed. by Alexander Eckstein, 1971, pp. 103-104, 106. 
18) Cf., Ward, op. cit., pp. 105-106. 
19) Eckstein, op. cit., p. 19. 
20) Cf., Ward. op. cit., pp. 105-106. 
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比較経済体制の代替的アプローチについては， H・S・レビンの「計画経済の
比較」 (1971)の研究がある。そこでは，「レビンは，異なる経済における計画
化 (plannedness)ないし命令化 (commandedness)の程度を比較する経験
的尺度ないし検証を案出しようとしている。レビンによれば，計画化の程度の
比較の焦点は，中央による権限の実施と，計画システムにおける権限の集中化
の測定であるので，かれは，従属変数としての権限の集中化と，独立変数とし
てのある環境的要素（所有関係，イデオロギー，経済発展段階，規模および資源の賦
与）および目標の要素（たとえば急速な産業化，先進国へのキャッチアップ）間の関
係を研究するための枠組を画く。それから，かれは，独立変数としての権限の
集中化と，成長，効率，安定という経済成果の特徴とのあいだの関係を研究す
る必要性を指摘している。」 21)レビンの場合，目標と成果，それぞれの構成要
素間に代替性を認める方向を，また，経済成果を極大にしうるような権限の集
中化の最適度を検出しうる可能性を示唆している，といえよう。
最後に，経済体制におよぽすイデオロギーの決定要因としての位置づけに
ついては， A.ガーシェンクロンが「体制の決定要因としてのイデオロギー」
(1971)のなかで， イデオロギーの手段的役割とプロパガンダとしての役割に
注意をよせている (A・O・ハー シュマンとの討論も含めて）22)。 ただ，このほかは
概してアメリカでは，イデオロギーの，様々の経済体制下における政策作成過
程や経済組織・行動のシステムにもたらす効果・影響は，イデオロギーをたと
えば， 1)先きの，ウォードのいう，経済的組織行動への関連において， 2) 
ェクスタイン，レビン，等のように，経済諸制度を形成する環境的要因の 1つ
21) Cf., Herbert S. Levine, On Comparing Planned Economies in Comparison of 
Economic Systems ed. by Alexander Eckstein, 1971, pp. 137-160. Eckstein, 
op. cit., p. 20. 
22) Cf., Alexander Gerschenkron, Ideology as a System Determinant (with Co-
mment by Albert 0. Hirschman & Reply by Alexander Gerschenkron) in 
Comparison of Economic Systems ed. by Alexander Eckstein, 1971, pp. 269-
299. Eckstein, op. cit., p. 14. 
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として捉えるなど， トークルシステムのなかでの 1つの決定要因として規定さ
れているようである。
?
ミシガン大学にあって，比較経済体制論コースの一方の雄，モーリス・バー
ンスタインは，先きに，ェクスタイン編『比較経済体制論ー一涅棲合的方法論的
アプローチ』 (1971)の第4部比較経済体制，第11章「統括」に投稿したと同じ
論文を，自己の編纂による『比較経済体制ーーモデルとケース」第3版の第 1
部，第 1章「経済体制比較」に， "TheComparison of Economic Systems : 
An Integration"なるタイトルで収めている。これは，バーンスクイン自身，
「序」でのべているように， 「比較経済体制の範囲と方法を説明することによ
って，本全体の概念的枠組を与え」1)ておきたかったからに他ならない。以下，
この論文のなかでの，かれの論点を4つに整理し，これに若干のコメントを付
加しておこう。
1)先ず，比較体制アプローチ (comparativesystems approach)と比較経済
アプローチ (comparativeeconomic approach)の峻別および相関関係について
の指摘，さらには，これに関連しての経済体制の比較研究に際しての学際的ア
プローチの必要性の明示である。ーバーンスタインによれば， 「前者は，広範な
範囲にわたり体制の部分間の関係を強調する全経済体制の研究を包含するもの
であり，それと対照的に，後者は，経済をある構成要素たとえば労働市場，大
企業の性質と機能，農業組織，等に関して比較する部分的，局部的考察であ
る。「そして， これらの関係は，代替的というよりむしろ補完的であり，かく
して双方のアプローチが，つまり結果の総合が必要であり， このことが比較
経済研究に貢献するのである。「ところで経済体制比較研究は，経済学の他の
1) Morris Bornstein, Preface in Comparative Economic Systems : Models and 
Cases ed. by Morris Bornstein, 3rd. ed. 1974, p. vii. 
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分野に比して，他の学問分野の概念，技術の多元的，さらには学際的なアプロ
ーチを多く必要とする。イデオロギーの比較に関するときは， なおさらであ
る。」2)
2)経済体制の定義とイデオロギーの多様化についての論議である。ここで
は，バーンスタインは，経済体制を， 「それは，財やサービスの生産， 分配お
よび使用に従事する当事者の組織の相互作用を伴なうので，したがって，何を
生産するのか，いかに生産するのか（制度や用具の使用と資源配分の型を含む），そ
れから生ずる個人の所得および財やサービスに対する請求を，家計のあいだに
いかに分配（そして再分配）するか，について社会の決定するとり決めの集合」3)
として，みている。この意味で，バーンスクインは，経済循環の枠組のなかで
の組織論的考察を展開している，といえる。次に，イデオロギーの規定につい
ては，バーンスクインは，一応，「個人および組織が，環境を理解し，環境の
維持，変化に関する目標を選択し，さらにこれら目標達成のための手段を選ぶ
のを導く一組の理念，価値であり，その意味で目的・手段の双方に影響をもた
らす。」 とのべているが，結論的には，やはり，経済体制を決定するものは，
決して単一の一貫せるイデオロギーではなく，むしろ多様なイデオロギーが経
済諸制度，政策，行動および結果に，それぞれに影響しあう，とみるべきだと
考えている4)。
3)経済体制の結果を比較しうる成果基準 (performancecriteria) の提案。
バーンスタインによれば，経済体制比較の究極目的は，社会的選好関数に照ら
しての所与のシステムの成果の改善への道を見出すことであり，そのために，
2) Bornstein, The Comparison of Economic Systems: An Integration in Com-
parative Economic Systems : Models and Cases ed. by Morris Bornstein, 3rd. 
ed., 1974, (adapted from Morris Bornstein, An Integration in Comparison 
。ifEconomic Systems: Theoretical and Methodological Approac加sby Alexander 
Eckstein, 1971, pp, 339-355.) pp. 16-17. 
3) Bornstein, op. cit., p, 4 
4) Ibid., pp. 6-7. 
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かれは，共通の成果基準として次の11基準を掲げるのである6)。①産出高の水
準（目標は通常，高・完全雇用水準），②産出高の成長率，③産出高の構成（消費，
投資軍事プログラムに基づく分け前，共同消費対個人消費，等）④単一期間（「静態
的」）効率，⑥時系列（「動態的」）効率，⑥安定（産出高，雇用，価格の）， ⑦個人
の経済保障 om得や雇用の保障），⑧公正（適度の所得・富の不平等と．機会の平等の
双方を含む），⑨経済的自由（財産，消費，職業の選択に関する），⑩その国の経済構
造に照らして満足な国際収支状態， ⑪変化への適応（選好関数，環境，等におけ
る）。さらに，バーンスタインの論述を続ければ， 「福祉指数として示唆されう
る1人当たり消費水準は，①,⑧と人口の規模の結合であり，経済的正義は，
⑦，⑧そして時には⑨に関する諸目標のことである。「また，成果についての
経験的比較にさいして必要な 2段階接近としては，第 1に，量的測定を可能に
するほどの精密な規定，第2に，できうるかぎり一様な方法で比較がなされね
ばならない。」6)のである。
上記の，バーンスクインの成果基準に関する提案のうち，①～⑨までのそれ
は，バラッサの， 5つの成功指標，①資源配分の静態的効率，②動態的効率，
⑧国民所得の現実成長率，④消費者満足，⑥所得の分配，そしてボウルディン
グの， 4つの個別の基本的目標，①経済的進歩，R経済的安定，⑧経済的正義，
④経済的自由，を総合，ミックスしたようなかたちであるが，最近のボウルデ
ィングの，消費を悪とみなす立場と異なり，消費の産出高に占める構成比，消
費の内訳（個人消費と共同消費の構成比）， 消費選択の自由，消費水準の福祉指標
的捉え方，等にみるように，バラッサ，クープマンス，モンティアスなどと，
ほぽ同じ方向で考えられているようである。なお，最後の⑪変化への適応は，
⑩国際収支の状態，と並んで，現状をふまえつつ，未来における，グローバル
な視点からの，経済，社会，環境諸構造の変化にも即応（それらの選好関数・基
準の転換も含めて）しうるような適応性を示せる，量化可能な体制比較の共通な
5) Cf., ibid., pp, 11-13. 
6) Ibid., pp. 12-13. 
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基準とみなされうる。その意味で，未来指向型の成果基準といえよう。
4)比較経済研究の範囲と，その意義。バーンスタインは，この論文の結び
として，「比較経済研究の範囲が，以下の 3つ， ①経済体制に影響を与える諸
要因（経済発展の水準，社会的文化的諸力およぴ環境を含む）を取扱う領域， ③体制
の性質と機能面（社会的選好関数，制度・用具および資源配分・所得分配の型を含む），
③体制のパーフォーマンスにかかわる問題（種々の成果基準についての結果の経験
的測定と， 1つか1つ以上の社会的選好関数によって種々の基準にあてられたウエイトに
照らしての全体的評価）を含む広範なものである，」7) と説く。基本的目標に関す
る比較経済体制論の側からのアプローチは，まさに，主として③の，体制のパ
ーフォーマンスにかかわる領域であるのであり，さらに先きのバーンスタイン
の， 11の成果基準のウエイトづけ，そしてその全体評価が社会的選好関数であ
ることも，これまた明らかである。その社会的選好関数は，バーンスタインに
よれば，「その際の，選好なる語は，効用ないし福祉と同一視され， したがっ
て，経済活動の目的・手段に関する社会の有効総選好ということであり，その
場合，選好は，次の 3つの機構つまり市場における個別の選択を通しての個人
の選好（消費者主権）， 政治プロセスを通しての個人の選好および有カグループ
の選好に区分される。」8)のである。最後に，比較経済研究の意義として，バー
ンスタインは， 「単一の経済体制の経験に基づいた—理論， 政策，両問題に
わたる一一経済学的思考に固有の狭量主義を超克する展望を与え，さらに，体
制比較が分析者の自分の側の体制について理解を深め，そのメリット，ディメ
リットの評価を鋭くさせ，その成果を改善するための組織的，機能的変化を提
案させる，」9)のであると主張し，雄大な構想をもつこの論文を閉じている。比
較経済研究の意義づけを，バーンスタインは，経済体制間の収敵の問題ではな
く，それぞれの属する経済体制の成果改善の問題についてみようとするのであ
7) Ibid., p. 18. 
8) Ibid., p, 8. 
9) Ibid., p. 18. 
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り，ここに，アメリカにおいて一般経済政策論と比較経済体制論の両領域から
の，成果基準ないし指標をめぐる基本的問題をはさんでの，新たな「収敵」の
傾向が見出されるのである。
4 
これまで，アメリカにおいて，比較経済体制論の側から，経済体制の結果を
比較しうる共通の切望ないし基準 (commondesiderata or criteria)としての基
本的目標づくりを試みた諸学者の論文を中心に，若干，私見をはさみながら考
察，展開してきたのであるが，再三ふれたように，こうした動きの，一般経済
政策論の側からの基本的目標づくりとの密接なかかわり合い，さらには相互の
収敏の傾向については，昨年6月10日，ミシガン大学でエクスタイン教授に御
教示を仰いだとき，同教授も私の考え方を支持されてくれたし，またその折，
普逼的で客観性のある共通の基準に即して，イデオロギーに決して捉われない
実証分析を行なう必要性と，その政策的実効性を説いておられた。次いで10月
7日には，エール大学で，モンティアス教授からリーディング・リストをいた
だき，大学院コースで数回，聴講したが，そこで気付いたことは，比較経済体
制論のなかに計画論が包含されており，そして政策作成者および経済主体の意
思決定過程，さらに驚きは，情報理論の体制論への適用およびこれを通して最
適経済体制を検出しようとする研究姿勢であった。これは，本論文での，これ
までの考察でも明らかなように，アメリカにおける比較経済体制論たちに共通
の傾向のようである。したがって，そこでは，たとえば消費者主権か家長的国
家干渉か，という二者択ーのかたちをせまる既成の通念的ィデォロギー，学説
の，体制決定要因としての役割は，後退し，逆に， B・ウォードの考えるよう
な，これを経済的組織・意思行動に還元させ，さらに，消費者満足を指向する
消費者行動およびこれを関数化せる消費関数に再度，還元して，体制比較のた
めの有力な福祉指標に代行させようとする動きが見受けられるのである。1)
1)オランダのティンバーゲンも，経済政策の目的のうち，「本源的目的(ultimateaims) 
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もっとも消費者満足については， 1956年におけるウィルスの場合のような，
その有効な手段を，専ら急成長に求める学者たちは，米ソの成長論争が下火に
なると共に激減し， これに代わる基本的目標の多元化， その達成水準のアッ
プ，環境および資源の保全，および国力の維持と威信の要請もあって，今日で
は，純粋消費者主権に対し，バラッサ，ェクスタイン等のように，国家の適度
の介入とイニシアティブを必要に応じ積極的に認める，いわゆる最適消費者主
権の考え方を採る学者が多い。もとより，これらのアプローチには，いくつか
の看過せる点がある。先ず消費者満足に関連して，ガルプレイスのいう，主婦
の家庭への献身即幸福とする通念つまり「つごうのよい社会的美徳」のもたら
す消費管理・加工・整理のプロセスを通しての消費水準の向上を忘れてはなら
ない。 （これは，個人の選択と世帯の選択を取替可能とする新古典派の消費者均衡の通
念を打破する思考である） 2)。同時に， 消費の水準，率なる量の問題の他に，質
の問題をも含めたマズロー8)的かつ生態学的アプローチによる捉え方がなされ
ねばならない。基本的目標に関するボウルディング研究の批判的展開に立つ私
の仮説によれば，可逆的性向も含んだ欲求 (needs) の階層と，生態系のバラ
ンスの相関的制約条件のなかで，個々の，ないし組織的消費者もしくは生活者
が所得介入現象を排除し，公正な競争を維持するのに消費需要を通して圧力を
かけるかたちで，選択的な経済主体別消費をしながら，基礎的生活欲求，等の
緊急度の高いものから順に善き，安全な，そして外部効果を通し他の福祉にプ
ラスになるような財やサービスの消費の増大（政府の適度の介入による経済的弱者
としては，全住民の最大限の満足を，また派生的目的 (derivedaims)では，①全住
民の最大限の満足をもたらすのに必要とされるあらゆる種類の消費財の量と生産的努
ヵ， とRそのための条件である所得と生産という目標の2つ」を考えている。 (Jan,
Tinbergen, D印elopmentPlan, 血g,1967, p. 39. 恒松制治訳『開発計画』鹿島研究
所出版会， 1970年， 25ペー ジ。）
2) John Kenneth Galbraith, Economics & The Public Purpose, 1973, pp. 34-37. 
久我豊雄訳，『経済学と公共目的」河出書房新社， 1975,59-62ペー ジ。
3) Cf., Abraham H. Maslow, Motivation and Personality, 1954, 2nd. ed. 1970. 
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への贈与，保険的な性格の社会保障，公正な共同消費，等も含めて）を続ける過程で，
マズローのいう①生理的欲求，②安全•安定の欲求，⑧愛・集団所属の欲求，
④自尊心と他者からの承認の欲求，という 4つの段階にわたる階層的な基本的
ないし欠乏欲求を，次いで自己実現の欲求としての，第5段階の，すべて同等
の重要性をもつ正義，自己充実，等の成長欲求を，順々に，着実に追求し，こ
れを実現するのに必要な，それぞれの時点での 1人当たりの消費の量と質ない
し中味こそが問題であり， これを消費最適率と名付けたいのである4)。それ
は，福祉とGNPの格差を絶えず小さくさせるような消費の効率およびその質
的，構造的改善であり，その意味では，クープマンス，モンティアス両教授の
掲げた第9の成果基準「コマーシャリズム」のようなマイナス型指標は，興味
を抱かせるものである。なぜなら，このような消費最適率思考に立つかぎり，
これまでの成功指標，成果基準，等に代わる広義の福祉の達成に好ましくない
失敗指標，マイナス成果基準といったものの他方での多元的設定が，比較経済
体制論．一般経済政策論いずれの場合でも各々の基本的目標づくりに関して，
必要不可欠になってくるからである。
こうした消費最適率のような共通の基準ないし指標こそは，これまでの消費
水準，率から構成される目標以上に，一般経済政策論，比較経済体制論それぞ
れの，これまでの基本的目標に関する事前的，事後的といった分業的捉え方を
ー変させ，両分野を同質化させる超体制的かつグローバルな性格を有する，新
たな基本的目標なのである。そして，かかる基本的目標の，双方の分野からの
登場，さらにはそれらの収紋化こそ，広義の，現代アメリカ経済政策論の新潮
流といえるであろう。
ただ，比較経済体制論の側からの，成果基準や成功指標などの作成を通して
の基本的目標づくりをはさんでの，一般経済政策論との統合というプラスの反
面，そのことが，バーンスタインの提案するような，経済活動の目的・手段に
4)守谷基明「アメリカにおける経済政策の基本的目標ないし目的についての諸比較」『関
西大学経済論集」第24巻第1号 (1974年4月）， 52-53ページ，参照。
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関する社会の有効総選好である社会的選好関数によって共通の成果基準をウエ
イトづけし，ないしは，その相対的重要度を示し，さらには全体評価をしても，
バラッサのいう帰結，現実経済の成果の測定の有効性にもかかわらず，青写真に
ついての成果の決定，価値評価には役立ちえないことのマイナス面も生じてい
ることも事実である。こうしてみると，経済体制比較の究極目的は，このまま
では，バーンスタインの言を借りれば，「社会的選好関数に照らしての，自己の
側に属する経済体制の成果改善」以上でも，以下でもないことになってしまう。
アメリカにおける一般経済政策論および比較経済体制論についての，目標設
定に際しての，さらにもう一つのウィークポイントは，組織論的分析の欠除な
いし脆弱さである。いま，社会学的アプローチから組織的諸目標 (organizati-
onal goals) の多角的分析を試みている C·B ・ペローの『組織分析—社会
学的考察』 (1970)のなかでの要旨を紹介すれば，次のごとくである。「目標の
定義は，組織分析において必要であり，避けることのできないものである。「組
織的諸目標は多角的であるのみならず，競合的でもあるし，また，それらは，
一度に，ないし連続して， すべて求められる。「組織的諸目標の 5つのカテゴ
リーについては，次のようである。 (1)社会目標 (societalgoals)。社会ニーズを
満たす大きな組織社会層を取扱うものである。たとえば，財やサービスの生
産，秩序の維持，文化価値の惹起，保持など。 (2)産出目標 (outputgoals)。組
織と接触する公共的なもので，消費者の機能によって規定された産出の型を取
り扱う。たとえば，消費者財，企業サービス，健康管理，教育など。 (3)システ
ム目標 (systemgoals)。独立せる組織機能の状態や方法。たとえば，成長，安
定，利潤など。 (4)生産物ないし生産物特徴目標 (productgoals or product-cha-
racteristic goals)。生産財やサービスの特徴。たとえば，生産物の質，量，種
類，スクイル，利用可能性，独自性，革新性，など。 (5)派生的目標 (derived
goals)。特定社会の経済状態および未来に影響を及ぼす。たとえば，政治的目
的，社会サービス，投資プラント立地政策など。」5)
5) Charles B. Perrow, Organizational Analysis : A Sociological Vi砒 1970,pp. 
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ここで留意すべきは，ペローの，多元的カテゴリーによる組織的諸目標の整
理化である。こうしたペローの組織的諸目標のカテゴリー別の提案は，これま
での，個々の基本的目標そのものの多元的特性を論証するものであり，また市
場のメカニズム，換言すれば交換経済にのるものしか対象としない，しかも組
織をすべて個体におきかえようとする経済的厚生の狭量性と非現実性を示唆す
るものである。
これに関連して，生産・費消単位を個人レベルに単純化さらに単純集計化し
ないためにも，組織論的アプローチでもって，交換経済と贈与経済の経済主体
別構成比（たとえば，政府，地方公共団体，家族，等における）を十分，意識しての
基本的目標づくりは，一般経済政策論，比較経済体制論の両分野のいずれにお
いても，ボウルディングの異端派的指摘など制度主義的アプローチを試みる一
部の学者を除いては，非常に遅れていることにも着目しなければならない。
なお，アメリカでの比較経済体制論においての共通の成果ないし成功基準の
中味については，成果比較ということでは，全体としてフロー概念中心である...... 
ものの，バーンスタインのいう，共通の成果基準としての変化への適応さらに
クープマンス， モンティアス， ェクスタイン，等の主張する国力の維持，発
展，威信，等や，資源，環境，人口，等のストックの保全ないし最適維持とい
うかたちで，受働的ではあるが，一部，考慮がなされている。もっとも，こう
した比較経済体制論における基本的目標のストック面での限界性は，事前的色
彩の強い目的・手段の階層化を通して，また投入・産出両側面にかかわる，フ
ローもストックも指向せる，基本的目標主体の一般経済政策論6)の側から，補
完を必要とするものである。
133, 135-136. 
6)詳細については，守谷基明，前掲論文， 37-54ページ，参照。なお，この論文のなか
で， T・C・クープマンス， J・M・モンティアス共著「経済体制の記述と比較」
(1971)を， 広義には経済政策論に属すると解釈し取上げたのだが， 厳密には，一般
経済政策論の範疇より，比較経済体制論の範疇に入れて考察すべきであった。
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なお，補足的ではあるが，ゲルハルト・コルムのいうように，「雇用法 (1946
年）以降も決して長期経済政策計画が樹立されたとはいえない」アメリカにお
いて，経済計画論の分野からも，計画と目標の位置づけとの関連で，私のい
ぅ，消費最適率思考の朋芽（まだ水準，率という量的な側面に限ってではあるが）が
すでに出始めていることを指摘しておこう。たとえば，コルムは， 「アメリカ
における経済計画」 (1964)のなかで，先ず，経済全体にかかわる経済政策計画
(economic-policy planning)においては，「消費者可処分所得に影響を与える租
税とりわけ個人所得税と国内消費税の操作を通しての消費者セクターの調整と
経済成長の必須条件としての消費者セククーの行為（連邦，非連邦の公共セクター
企業・労働セクターと並んでの）の位置づけがなされている。」 と考える。そして
上記の経済政策計画にかかわる目標は， 「高雇用，望ましい成長率，適度の価
格安定，国際収支の均衡からなる経済の成果目標 (theperformance goals of the 
economy)であり，」そのための資源の配分の問題に関する関心の増大が，「健
康，教育，文化目標，国家保全，低所得層の生活水準の上昇，宇宙探検および
対外経済・社会開発の促進のような，いわゆる達成目標(achievementgoals)を
つくりだした，」と論じ，さらに，「この達成目標計画は，プログラム計画の産
物なのであり，したがって，このプログラム計画と，上記の経済政策計画が結
びついて優先計画となる，」と指摘している。7)上記の， コルムの提案は，「消
費最適率」的経済的最終目標を指向する経済計画を媒介として，一般経済政策
論と比較経済体制論の，それぞれの基本的目標づくりを収敏化させる傾向を帯
びたものといいえよう。
一般経済政策論，比較経済体制論，両分野での，それぞれの基本的目標づく
りの分析・検討を通しての模索の成果でもある共通の経済的最終目標， 「消費
7) Gerhard Colm, Economic Planning in the United States in Comparative Eco-
nomic Systems-Mo必lsa叫 Cases,ed. by Morris Bornstein, rev. ed. 1969 
(reprinted from Weltwirtschaftliches Archiv, Band 92, 1964, Heft 1, pp. 31 
-54), pp.191, 193-194. 
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最適率」の実現を，最適人ロ・環境への調整過程のなかで図り，これを維持し
つづけるための要因は，財，サービスの生産と，所得，余暇および奉仕であ
る。8)そして，この場合の， 消費最適率を指向する消費者は， もとより，これ
までの単なる，一様な行動をする原子論的個体としての功利主義的消費者では
ない。それは，自己の所属する選択的社会（家庭，組織，地域，国家，等）のなか
での，フロー，ストック両面にわたりマズロー的（欲求階層的）ニーズを希求す
る多様な経済主体別個人ないし共同消費者なのである。したがって，こうした
事前的な有効総選好を集計せるあるべき消費を，各経済主体の意思，決定，行
動のフィードバックをうけての適度の政策作成・計画過程を通して実現するた
めの成長最適率，次いで，これを最適贈与率で調整した経済主体別所得最適率
さらには，これを達成するための最適諸資源配分（目標間の優知順位をつけての），
..... 
そして，これらを最終的に可能にさせるための最適産業構造・組織・立地につ
いての，組織論的かつシステム論的アプローチと，これらの検出が，一般経済
政策論，比較経済体制論，いずれの分野にとっても，収敏化の方向で今後の重
要な研究課題となってくるものと考えられるのである。
8)この点，ティンバーゲンが全住民の最大限の満足という本源的目的を達成するに必要
な消費財の量と生産的努力のための条件として，所得と生産なる目標しか掲げていな
いのは，福祉という視点からみても，狭量主義的であろう。 (Cf.Tinbergen, op. cit., 
P.39. 前掲邦訳， 25ページ，参照。）
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